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佐野市国土強靭化地域計画【改定版】（案）に対する意見募集の結果について 

 

１ パブリック・コメントの概況 

（１）意見募集期間 

  令和６年２月１４日（水）～令和６年３月１５日（金） ３１日間 

 

（２）意見提出者等 

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 団体 計 

０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ 

 

（３）提出方法の内訳 

郵送 ファックス Ｅメール その他 計 

０ ０ ０ １ １ 

 

２ 意見の概要と市の考え方 

№ 意見の概要 意見に対する市の考え方 

１ 

【道路について】 

・両脇の枝、街路樹、草等、意図的計画的

定期的な伐採 

  市道、県道 66、 

国道 293 越床トンネル付近、 

須花トンネル付近 

・唐沢山は観光で PRしているが、犬伏、

田沼からの道路の枝の伐採が必要 

・電線、電話線に架かった枝も行政から連

絡をお願いしたい。 

 

 

市道部の街路樹については、年 2 回の剪定

等の維持管理業務を行っております。 

また、市道に伸びる枝、草等をパトロールで

発見した際や地元から通報があった際は、関

係機関と情報共有し適切に対応してまいりま

す。 

同様に県道部、国道部も通報があった際は、

栃木県及び国と情報共有を図り、適切に対応

してまいります。 

２ 

【河川について】 

・秋山川、旗川、彦間川等の河原に生えた

樹木はエリアを決め、意図的計画的に伐

採する。台風時に枝が流れ、橋桁にかか

り大災害が発生する。 

・河床が上昇している箇所は、浚渫が必要。 

 以上、地元町会等と情報を共有した中で

実施いただきたい。 

 

 

秋山川等の一級河川を管理しております栃

木県及び国と、情報共有を図りながら、市で

管理しております普通河川、準用河川を含め

適切に管理してまいります。 

また、パトロールで異常があった際や地元

から土砂の堆積等の通報があった際は適切に

対応してまいります。 
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３ 

【山林について】 

・森林法の改定 

 １ha 未満、伐採届のみで、自由に伐採

し開発できることは大変危険 

①伐採の方法（皆伐ではなく保水も鑑みた

方法）、 

②置き方（間伐材が流れ落ち災害が発生し

ない置き方） 

③運搬道路の設置方法（大雨時の、災害発

生の起因）～梅園・飛駒等 

 

 

森林の有する公益的機能の持続的な発揮を

確保するため、令和４年９月森林法関係法令

が改正され、太陽光発電設備の設置を目的と

した開発行為について、面積基準の厳格化と

もに、伐採及び集材に係るチェックリストな

どの伐採届の添付書類が新たに必要となりま

した。本市としても、法の趣旨を尊重し、伐

採に係る制度の厳正な運用を行うとともに、

健全な森林の継続に配慮した集材や搬出を指

導していきたいと考えております。 

 

４ 

・太陽光パネル条例の改定 

 500 ㎡～5ha未満は、軽易な申請で急斜

面の山林を開発し設置可能だが、地滑りや

土砂崩壊等、全国で沢山災害が発生してい

る。許可基準（環境影響評価等）の厳格化、

制限が必要と考える 

 

事業区域が 500 ㎡以上 50,000 ㎡（5ha）未

満の太陽光事業については、届出制となって

おりますが、区域面積にかかわらず、県の指

定する「土砂災害警戒区域」や「河川区域、

河川保全区域」等の危険が想定される区域で

の事業については許可制とし、有識者を委員

とした、佐野市再生可能エネルギー発電設備

設置審議会に諮り、承認を得てから許可を出

す等の対応をしております。 

また、環境影響評価法により、令和 2 年度

から、出力が 40,000kW以上の太陽光発電所は

環境影響評価を行うことが必須、30,000kW 以

上のものについては個別に行うかどうかの判

断を行うこととされております。（法アセス）

「佐野市自然環境等と再生可能エネルギー発

電設備設置事業との調和に関する条例」等に

環境影響評価の実施を求める条項を盛り込む

ことや、新条例を制定し環境影響評価の実施

を求めること（条例アセス）については、国

や県、他の地方自治体の動向を注視しながら、

環境影響評価を求めることの妥当性を含め、

判断をしてまいります。 
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５ 

・残土条例の改定 

 山林に無許可で残土やコンクリートガ

ラを堆積し災害に不安を抱え生活してい

る現状がある。梅園、閑馬、飛駒地区。 

また、市には採石場が多く、跡地は、土

砂処分場やコンクリート骨材置場になる

可能性が大きい。東京で高層ビル等の工事

が活発化すると、交通の利便性から、大量

の産廃が運搬堆積される恐れがある。環境

への影響が不安。秋山川、旗川、彦間川上

流が汚染されれば、未来の市民の飲料水は

危険になる。水と緑のまちではなくなる。 

 

 

 現在土砂については、「佐野市土砂等の埋立

て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止

に関する条例」により、佐野市で運び込む土

砂の成分、たい積する際の構造等を制限し、

違法なものがあれば指導をしているところで

す。 

しかしながら、近年の頻発する土砂災害に

対応するため、「宅地造成及び特定盛土等規制

法」が令和５年５月２６日に施行されたため、

地域指定等の猶予期間を経て、令和７年４月

より、より強固な罰則等を定めた当該新法に

より、栃木県が土砂の構造に対応することと

なりました。現在佐野市と栃木県で令和７年

以降の対応方法、体制等について調整中であ

ります。 

 また、コンクリートのガラ等、産業廃棄物

とみられるものについては、栃木県が規制、

指導を行っております。こちらについても、

県に情報提供を行う等、引き続き対応してま

いります。 

 

６ 

・市の国土強靱化の中で田中正造の理念の

継承について触れた方が良い。 

環境問題の先駆者である田中正造翁の理念

につきましては、環境基本計画をはじめ、「ゼ

ロカーボンシティさの」の表明文において触

れているところです。 

田中正造翁の思想にある治山・治水といっ

た取組は国土強靱化につながるものではあり

ますが、本計画は環境問題に主眼を置いたも

のではないため、計画においては田中正造の

理念に触れることまではしないものです。 

 

 


